第５回　府中市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画推進協議会　議事録
１　日時：平成20年2月7日（木）午後1時30分～午後3時30分

２　会場：北庁舎３階　第３会議室

３　出席者：（委員）13名

和気会長、鈴木（眞）副会長、芦川委員、石渡委員、川口委員、鈴木（恂）委員、田口委員、戸田委員、野島委員、能勢委員、平形委員、米田委員

（事務局）9名

矢ケ崎部長、鳥羽課長、岡主幹、田添主幹、新藤課長補佐、山崎主査（地域福祉推進課）、村越係長（介護保険係）、中野係長（介護支援係）、横道主査（地域包括）
４　欠席者：川又委員、田中委員
５　傍聴者：２名
６　議事前の流れ

　　１）開会

　　２）資料確認
　　３）傍聴者の確認・入場
７　議事内容

　進行役：和気会長

（１）高齢者分野アンケート調査について

【説明】資料１（府中市福祉計画高齢者分野調査結果の概要）、資料２（高齢者分野アンケート調査結果内訳）、資料３（府中市福祉計画（高齢者福祉）調査報告書（案））に基づき説明
○事務局説明

資料１～３の関係を説明したい。資料１はアンケート結果の概要であり、ポイントを整理した。本日はこれを基に課題、方向性について、議論していただきたい。資料２はそれぞれのアンケートの集計結果の内訳で、アンケート票に集計結果が記載されている。資料３は調査報告書の案で、これから最終に向けて作業する。
最終的には、委員の意見をいただいて課題などを出して調査報告書としてまとめたいと考えている。

【質疑応答】
介護予防プラン作成事業への参入意向について次の３ヶ所の関連性が分かりにくい。①（28頁）介護予防事業への参入意向は「ある」が最も多くと記載、②（31頁）介護予防事業への参入意向について回答した事業所が４事業所・・・と記載、③（36頁）参入意向は４事業所のみと記載。

課題として書くのであれば、「参入意向が半数を割っている・・・」など、整合性を持たせた書き方でないと混乱するのではないかと思う。

『回答Ａ』

参入意向が「半数しかなかった」と表現するか、「半数あった」と表現するか、再度検討し、関連性が見えるように整理したい。
一般論で言えば、100人中「10人も回答した」というのか、「10人しか回答しなかった」というのかで全然違う。書き手の一定の価値判断があって書くものと思う。
28頁と31頁・36頁は調査の対象が違う。28頁は居宅介護支援事業者調査の結果であり、31・36頁はサービス提供事業者調査の結果である。表現については、「のみであった」でいくか、「もあった」でいくか再度検討して、整理する。

『意見Ａ追加』

関連性の問題とは違うことだが、課題のところに「回答は４事業所のみ」と書かれてしまうのはきついので、配慮していただきたい。
『意見Ｂ』

前回調査を実施した時（平成17年）と制度が変わっているところがある。どこがどのように変わったのか、どこが問題なのか、示した方が分かりやすいのではないか。

『回答Ｂ』

基本的には一般高齢者は余り変わらない。利用者は前回と比較ができる。問題は事業者調査で、事業者は制度改正に大きく影響される。例えば参入意向について、以前の状況と制度改正後の状況について整理できるのか、制度改正によるポイントは何なのかもう少し整理されると分かりやすい。
今回はアンケート結果に基づく課題を出している。制度改正の内容、制度改正ポイントや影響などについては、今後、計画策定にあたって、課題や計画の方向性を検討する時に整理したいと考えている。
事務局のいう通りだと思う。

『意見Ｃ』

サービス提供事業者（調査６）の職員の離職理由の第1位に「人間関係」が上げられている（30頁）。アンケートの設問との関係と思うが、上司との関係か、同僚との関係など人間関係の内容はこれ以上は分からないのか。
『回答Ｃ』

アンケート調査で、①働きがい、②給与・賃金、③人間関係、④転出結婚等、⑤その他の５つの選択肢を示し、選んでいただいた結果なので、その内容までは分からない。
アンケート調査の難しいところだ。あとは、職場の人間関係について、現場の方に補足してもらうしかないと思う。
『意見Ｄ』

職員が数年で変わっていく状況をみると、福祉の現場は絶望的だ。一番長続きしそう職種が社会福祉士と思っていたが、社会福祉士ですら平均在職年数が４年というのは、結婚退職が多いとしても、社会福祉士教育に関わっているものとしては絶望的な状況と思う。
社会福祉士の本業であるソーシャルワークが現場で評価されない実態がある。本人の専門意識と職場で求められることの格差が大きい。社会福祉士という職業領域が未整備であるという側面が離職を促進しているし、資格を持った人が、一般企業に流れる結果を招いていると思う。
社会福祉士の有資格者の7割は一般企業に就職するという状況は分かっているが、調査結果は、現場に入った社会福祉士は4年しか勤めていないということを示している。
現場の方では、有資格者でも社会福祉士として採用するのではなく、まず介護スタッフとして採用する。３年の間に介護福祉士として、社会福祉士になる前に辞めていく実態がある。社会福祉士の有資格者の方が意識が高いので、他よりは早期には止めないが。
社会福祉士は資格があっても、短期間では身につかないことも多いと思う。学校教育に携わっているものとしては、せめて10年は働いて欲しいと思う。何を教育しているのか絶望的な気持ちになっている。
『意見Ｅ』

ケアマネジャーに対するサービス利用者の満足度が7割というのは、かなり高いのではないか（調査２）（18頁）。サービスが安定している状況が見えるが、近隣市の状況はどうなのか。これは府中市として独自の取り組みをしてきた結果なのかどうか確認し、事業として継続して行く必要があるのではないか。
『回答Ｅ』

府中市は介護保険制度の開始以降、ケアマネ連絡会を継続して実施し、市内のケアマネが自立的に研鑽していることに対し支援している。地域包括支援センター、相談担当、サービス提供事業者が常にケアマネと相談しながら適切なサービス提供を行っている、その結果と思う。
しかし、他市との比較はできていない。今回２ヶ年をかけて計画づくりを行うので、この結果を他市に知らせたい、他市がこの結果を使うということになると考えている。
基本的には２つ意図がある。前回調査と比較、近隣他市との比較がある。いずれにしても、近隣市の状況には目を配っていただきたい。

『意見Ｆ』

調査結果からみた課題（34～36頁）が、報告書の第3章のまとめと課題（資料３-219頁）に入るのであれば、次のことも課題となる。課題をもっと膨らませたほうがよい。
・サービス未利用者の重度要介護者が約１割（10頁）、その方への支援は課題になる。
・介護者の問題、老々介護の方も多いが、介護者の負担はますます重くなっている。負担軽減は大きな課題だ（12頁）。
・災害時の対応は大きな課題だが個人情報の問題でなかなか対応が進まない。調査結果では、多くの方が「最低限の情報ならばしらせてもよい」といっている（13頁）ので、これを施策につなげられないかと思う。
・施設入所までの期間が、調査結果では３施設平均では｢６ヶ月未満｣が36.1％になっている（20頁）が、老人保健施設で中和された結果と思う。特別養護老人ホームは入所したい方がたくさんいるが、実際にはなかなか入れない。市民がこれをみると、６ヶ月で入れると思うのではないか、少し気になる。

・サービス未利用者の施設サービスの利用意向が示されている（25頁）が、これは本人の意向か、家族の意向か分からないが、療養型への希望が多いことが、少し気になる結果である。

『回答Ｆ』
ご指摘いただいたことは精査をして課題に書き込むことにする。あとは、どこまで書き込むかということと思う。
調査５、６からみた課題として、事業者に対して「事業継続に向けた支援」と書いてある（35頁）が、何をするのか具体的な支援策をどこまで書きこむか。具体的支援策は協議会の場で議論していくことと思うが、これだけだとなかなか議論できない。どこまで書き込むかが問題だ。
『意見Ｇ』
サービス事業者は、介護保険サービス制度全体をよくするために市が力を入れるべきこととして、「介護保険の利用制限をカバーする保健福祉サービスの充実」の回答が多いように思う（調査６）（33頁）が、市としては、介護保険サービスとの両輪として、また市の独自サービスとして、今後どのような施策を展開していくのか、重要な部分になる。そのことが示されないと調査そのものの力が弱くなるので、結果の内容を深く読み込んで欲しい。

『意見Ｈ』

職員の離職の理由は労働条件の厳しさが出るかと考えていたが、アンケート結果をみるとそれが出ていない（調査６）（33頁）。医療では看護師の労働条件が厳しいという結果が出ているが、福祉サービス分野の職員の労働条件の実態はどうなのかと思う。

『回答Ｈ』

離職の理由は、今回のアンケートで出された結果である。計画策定の際に検討する課題は、アンケート結果だけでなく、データによる実態分析なども加えて把握し、計画を検討していく。
『意見Ｉ』

サービス提供事業者は100配布して79事業所が回答している。職員数が50～100名のところと、２～３名の事業所がある。おそらく、小さいところと大きなところでは離職理由が違う。５名以下の事業所では人間関係が濃く出ることになると思う。実態も見ていただきたいが、79の事業所の規模別のデータも欲しい。

回答しなかった事業所は、居宅介護支援事業者で５、サービス提供事業者で21ある。存在しないところ、事業を停止したところもあると思うが、回答してこない事業所は問題が内包している場合も多い。なぜ回答しなかったかの背景を整理しておく必要がある。
『意見Ｊ』

府中市の１号保険者は４万１千人。一般高齢者は保険料を払って、サービスを利用していない。この人達が介護保険を支えている。この人達がさらに元気でいることができるよう要望に応える必要があると思う。一般高齢者調査では「働きたい」意向が前期高齢者では15％と多い（資料３-33頁）。また、「高齢者の働く場所の確保」への要望も、前期高齢者では21.3％とかなり高い（調査１）（資料３-44頁）。
55歳以上の方の就業相談を受けているが、70歳以上の方が10％いるが、就業はなかなか難しい。高齢者が働くことは、健康維持の効果もある。市として何とか取り組んで欲しいので、課題に入れて欲しい。

『回答Ｊ』

介護保険を支えている元気高齢者について、市としても元気に頑張っていただくための介護予防、生きがいづくりは重要な課題であり、取り組んで行きたいと考えている。就労支援については、これから団塊の世代の働き場、生きがいづくりも問題となってくるので、あわせてどうしていくか、就労についても取り組みたいと考えている。

『意見Ｋ』

一般高齢者調査の最後に市への要望欄（調査１）（資料３-58頁）がある。分析はこれからのようだが、重点的に分析して欲しい。

『回答Ｋ』
自由回答はこれから分析する予定。

就労意欲のある高齢者がいること、就労支援に取り組むことを課題に書き込んで欲しい。日本の高齢者は欧米と比べると伝統的に就労意欲が高い。
仕事を持つ高齢者は元気な方が多い。常時働かなくてもよいし、お金のことだけでもないが、働くことはすばらしいことだと思っている高齢者は多い。

『意見Ｌ』

時間が短いので、これでよいかといわれると十分な自信がないところもあるが、施設入所までの期間（20頁）については、アンケート票作成の段階で、介護保険3施設の入所者を一緒に聞くことに疑問を投げかけたが、それが尾を引いているように思う。それぞれの施設の特徴･目的をしっかり説明する必要がある。それを理解されないままに、これだけを見て市民の方に安心されることを危惧するので、慎重な書き方をされた方が親切だと思う。
『回答Ｌ』

報告書には、各施設の説明を入れて、誤解のないように整理して記述する。
それぞれの施設の特徴を知らない市民の方が多いと思う。

『意見Ｍ』

元気高齢者への生きがい対策の重要性は同感で、生涯学習センターで頑張っている高齢者は多い。生涯学習にはいろいろなコースがあるが、生涯学習と介護予防を関連させると良いと考えている。他に、社協がいろいろ取り組んでいるが、「いきいきサロン」はどうなのか。

『回答Ｍ』

社協では、団塊世代を主な対象として、20年度から「夢バンク」という新事業を始める。まず、様々な技術や知識を持つ団塊世代の方に登録していただく、その方々を中心に福祉施設に慰問に行くことなどを考えている。社協としても新しい取組みを始める。
『意見Ｎ』

サービス未利用者の結果について、家族が介護してくれるので不自由を感じていない方が多いと思うが、利用意向をみると、居宅サービスでは住宅改修、福祉用具等の意向が高い、また、施設サービスでは介護療養型医療施設の意向が高い、これらをみると介護保険サービスをよく知らない方が多いのではないかと思う。

『回答Ｎ』

療養型医療施設への希望が多いのはおかしいと思う。以前調査をみたことがあるが、日本は医療神話が強い。自由に施設を選ばせると福祉施設より病院を選ぶ人が多い。それが出ているのではないか。昔と比べれば福祉への考え方が浸透してきてはいるが。

『意見Ｏ』

療養型医療施設のことだが、今後減らされていく。療養型といっても実際は医師も看護師も少なく、特別養護老人ホームと大きくは違わない。しかし、療養型を減らすという国の方針に対して、このアンケート結果は、政治に対してものを言える良いデータになると思っていた。

『回答Ｏ』
療養型については、今後、本当にどうするのかと思っている。

課題など、あとは書き込み方の問題だが、提言とまではいかないが、アピールのようなものがあってもよいと思う。
『意見Ｐ』

特に、制度改正以降サービスの使い勝手が悪くなったという意見がある。これは深刻な問題なので、アンケート結果は市民の声、事業者の声としてきちんと出していくことが必要と思う。

サービス未利用者は、比較的要支援が多く軽介護の人が多く、また保険料段階が一般高齢者と同様高い人が多いこと（10頁）などをみると実際必要な人は何らかのサービスを使っている割合が高いと考えられる。

『意見Ｑ』

療養型医療施設は、国が当初の方針よりは少ないが減らしていく方向で、今後、高齢者が居宅に戻ってきて、訪問診療で対応して行くことになる。

かかりつけ歯科医は、かかりつけ医ほど高くはないが、7割となっている（資料３-21頁）。歯科の場合は、器具が必要なので訪問は難しい。東京都で歯科医の訪問が必要になった場合の研修を行っていて、歯科医も地域で活躍できる場を考えている。
府中市の介護予防事業については、調査結果をみると利用状況は高くないが、利用意向はかなりあることが分かる（調査１）（資料３-23、24頁）。介護予防事業は国が3年計画でやっている、残り1年、市としてはどう取り組んでいくのか、うかがいたい。利用意向はあるので、広げていく方法があるのではないか。
『回答Ｑ』
府中市は、多分、介護予防の取組みが進んでいる方だと思う。介護予防という言葉が少しずつ知られている段階と思う。65歳と70歳の誕生日を迎える2ヶ月前くらいに個別に通知して、まず健診をうけてもらう。その結果必要な方には、栄養改善、口腔ケアなど必要なプログラムを用意して取り組んでいただいている。その結果、「いきいきプラザ」は「利用したことがある」がじわじわと増えるのではないかと思っている。口腔ケアは重要なことと理解しているので、ＰＲしながら利用者を増やしていきたい。もう少し時間をいただきたい。
『意見Ｒ』

市が力を入れるべきこととして「地域全体で介護を支援するしくみづくりを行う」が上位（29頁）にあるが、具体的にはどのようなことか、行政としては何をやって行こうと考えて設問を設定したのか、教えて欲しい。

『回答Ｒ』
地域で活動している自治会、老人会がどのように介護を支援していけるかを考えているが、この中にもいろんな要素が示されている。今後、計画の中で示して行く予定である。
現在、地域福祉計画を一体的に計画していることに意味がある。高齢者だけでなく地域でやる、広がりを持った計画であることを理解いただきたい。

高齢者医療改革の中で、方向として地域でケアをする体制を確立する必要がある、その考え方を参考にアンケートの選択肢として入れた。
地域で、みんなで考え、支えて行こうという考え方を出した。具体的には、これから考えていく。

この設問は居宅介護支援事業者に聞いている。調査の結果は、事業者の多くが、地域で何かやらなければと感じていることが示されたのだと思う。
地域包括支援センターをやっていて思うのは、医療・福祉・保健の連携がないとなかなかうまくいかない。特に医療との連携がないとことが進まない。行政としては、気持ちは地域全体で支えて行くということだが、具体的には保健・福祉、医療、その専門機関との連携も含めて考える、そういう意味で、地域全体と言っていると理解している。
ここでは、保健・福祉・医療のネットワーク、住民の見守りネットワークなど、地域福祉的に全員で支えていくという意味と理解していただきたい。

『意見Ｓ』

アンケートに回答した者としては、結果のまとめはこの程度までが限度なのかと思う。
ただ、元気な高齢者は「介護予防に行こう」と言われると二の足を踏むのではないか。
元気な年寄りがいつまでも元気にいてもらえるようにするには、いきいきプラザのようなものがあると良い。ただ、東の端に住んでいる私たちにとっては、いきいきプラザは遠くにあって、家からタクシーで片道5,000円もかかる。立派な施設を1ヶ所作るより、簡単なものでもあちこち作っていただければ、多くの人が介護予防を楽しむことができるのではないか。

『回答Ｓ』

いきいきプラザは基本的には拠点施設で、介護予防の取組みの第一段階である。市民の意識を広げて、これから第二段階としてブランチを作って行く、それを計画の中に是非に入れて行きたい。

『意見Ｔ』

介護予防での地域での動きでは、薬局は行政と市民の水際にいる。市の介護予防のポスターを薬局内に貼ったりしている。これだけでなく介護予防について、さらに市に活用して欲しいと考えている。

『まとめ』

報告書は本日の意見を生かしてまとめたい。

報告書の構成は、大切なことであり、報告書を始めから終わりまで読み通すことはなかなか難しいことなので、ポイントを前のほうにまとめて整理する構成を望みたい。

報告書が出来たら、近隣市に送り、近隣市と比較するきっかけづくりをして欲しい。

調査の結果は、ポイントだけでも、インターネットで発信して欲しい。様々な人が読めるような情報発信をして欲しい。
（２）その他報告

Ａ）介護保険給付実績について

【報告】資料４（介護保険サービス給付実績の分析（案））に基づき事務局説明

Ｂ）地域包括支援センターあり方検討会報告書について

【報告】資料６（地域包括支援センターあり方検討会報告書（抜粋））に基づき事務局説明

【質疑応答】

『質問Ａ』

地域包括支援センターの業務委託の実施時期はいつか。

『回答Ａ』

21年度から委託を進めたいと考えている。

『意見Ｂ』

アンケート結果にも示されているが、市民の在宅介護支援センターへの信頼度、期待度、認知度も高い。在宅支援センター機能は重要と思う。これは地域包括支援センターのやる介護予防とは違う面である。他市の状況を踏まえながら、在宅介護支援センターの機能が予防をすることによって、低減しないような配慮が必要と思う。また、介護予防は、いきいきプラザなどを活用して、就労支援や生きがい活動とリンクして考える必要があるのではないか。社協の夢バンクと連携する方が、地域包括支援センターの介護予防よりは近いように思う。21年度トライアルとしてやっていただいて、柔軟な舵取りをしていただきたい。

『意見Ｃ』

他市では、地域包括支援センターをたくさん作って、書類作りに追われているところも多い。府中市は賢い対応をしたと思っている。70歳、80歳でも地域包括支援センターに介護予防の相談にはなかなか行かない。慎重に考えて欲しい。

『回答Ｃ』

府中市としては慎重に進めてきた。これまで３年間直営でやってきて、いい経験をした。事業所としての感覚を備えることができたので、委託をする際には、この３年間の経験を生かして行きたい。地域の在宅支援センターの延長にある地域包括支援センターにしたいというのが基本的な考え方である。介護予防に偏重しないように、と考えている。

世田谷や調布など全部地域包括支援センターに切り替えて大変だという話を聞く。結果的に府中市は直轄1ヶ所にして正解だったと思う。
給付実績の分析だが、都も分析していて、地域密着への事業者の参入が進んでいないことが明らかになっている。このまま国に任せていても進まないので、都としても地域密着型へのテコ入れが必要と考えているようだ。これから動きが出てくると思う。
Ｃ）激変緩和措置の継続、保険料減免基準の緩和について

【報告】事務局説明

激変緩和措置は、政令の改正があって19年度と同じ措置を20年度も継続することになった。税制改革により影響を受けた年収125万円以下世帯を対象として激変緩和を行う。必要となる3200万円は介護給付費等準備基金を取り崩して充当することになった。

低所得者層の保険料の減免基準の見直しは、本来、第４期事業計画で実施すべきものだが、緊急施策として減免基準を現行の生活保護基準生活費の1.0から、平成20年度には1.2に緩和する。現在、条例改正などに向けて準備を行っている。

（３）策定スケジュールについて

【説明】資料５（高齢者保健福祉計画・第４期介護保険事業計画検討スケジュール（案））に基づき説明

○事務局説明

　　　　平成20年度は協議会を６回程度開催し、協議を進めていく予定。
第1回推進協議会は4月17日（木）午後1時00分～3時00分を予定。

以上
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